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通勤費補助規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、従業員が通勤する場合の通勤費補助に関する事項について定めたものである。 

 

（適用範囲） 

第 2 条 本規則は、従業員区分に関する規則第 2条に定める従業員に対して適用する。但し、同規則第

2 条（３）に定める派遣従業員については、雇用契約書兼就業条件明示書において通勤交通費を

支給することとされている者に限る。 

 

（通勤補助の範囲） 

第３条 通勤費補助は、各事業場において定める通勤範囲内より通勤し、かつ自宅から就業場所までの

路線（歩行）距離が２㎞以上である従業員を対象として支給する。 

 

（通勤手段） 

第４条 通勤費補助は、次のいずれかの方法により通勤する場合に行う。 

（１）公共交通機関（電車・バス） 

（２）自動車・単車・自転車（以下「自動車等」という。） 

（３）前各号の組み合わせ 

 

（補助基準） 

第５条 通勤費補助は、自宅から就業場所までの路線（歩行）距離が２㎞以上で、かつ次の基準に該当す

る者に支給する。 

（１）電車    実際に電車を利用して通勤する者。 

（２）バス    自宅から自宅最寄鉄道駅までの路線（歩行）距離が２㎞を超え、かつ次のいずれか

に該当し、実際にバスを利用し通勤する者。 

ア. 自宅最寄バス停から、就業場所最寄バス停までの順路運行距離が２㎞を超え、同区間をバ

ス通勤する者。 

イ. 自宅最寄バス停から、自宅最寄鉄道駅の最寄バス停までの順路運行距離が２㎞を超え、同

区間をバス通勤する者。 

ウ. 自宅最寄バス停から、自宅最寄以外の鉄道駅の最寄バス停までの順路運行距離が２㎞を超

え、同区間をバス通勤する者。但し、会社が合理的と認めた経路に限る。 

エ. 就業場所最寄バス停から、就業場所最寄駅の最寄バス停までの順路運行距離が２㎞を超え、

同区間をバス通勤する者。 

（３）自動車等   次のいずれかに該当する者。 

ア.自宅から就業場所まで自動車等を利用して通勤する者。 

イ.自宅から自宅最寄鉄道駅までの路線距離が２㎞を超え、同区間を自動車等を利用して通勤

する者。 



ウ.自宅から自宅最寄バス停までの路線距離が２㎞を超え、同区間を自動車等を利用して通勤

する者。 

 

（公共交通機関を利用して通勤する場合の取扱い） 

第６条 公共交通機関を利用して通勤する従業員には、原則として次の基準による最長通用期間の定期

券を支給する。なお、テレワーク利用者、少日数勤務者など出社頻度が少ない場合については以下

の基準による実費を出勤日数に応じて支給する。 

（１）通勤は順路による。 

（２）利用交通機関及び通勤経路は最廉価路線を原則とする。但し、通勤時間が短縮される場合等、会

社が適当と認めた場合は、最廉価路線以外の交通機関及び通勤経路を認めることがある。 

 

（自動車等により通勤する場合の取扱い） 

第７条 自動車等を常時通勤に利用することを会社が認めた従業員には、以下によりガソリン代相当額

を支給する。なお、原則として、駐車場代及び駐輪場代については支給しない。 

（１） １ヵ月あたりのガソリン代相当額の算定算式は以下に定める通りとする。なお、片道通勤距離は、

自宅から就業場所の代表的な門（最寄鉄道駅、最寄バス停までの場合は各々の地点）までの路線距

離とし、従業員の申請に基づき会社が認定し、小数点第１位まで求める。 

片道通勤距離（㎞）×２回×ガソリン代単価／１２㎞×実働日数 

（２）ガソリン代相当額の支給については、当月分を、翌月給与にて支給するものとする。 

 

（長期出張又は長期欠勤等の場合の取扱い） 

第８条 長期出張又は長期欠勤等の場合の取扱いは以下の通りとする。 

２ 長期出張又は長期欠勤等により、１ヵ月以上就業場所における勤務を欠くことが見込まれる場合

には、所定の通勤費補助終了申請を行わなければならない。 

（１）公共交通機関を利用して通勤している場合。 

一賃金締切期間（当月１日～当月末日）の全日を通じて就業場所における勤務を欠く場合には、

当該月分の補助は支給しない。なお、既に支給済みの定期券につき残期間の有無に係らず、返

却しなければならない。 

３ １ヵ月以上の長期出張中における通勤費補助については、出張先において支給する。 

４ 長期出張の終了後及び欠勤等からの復帰後についての通勤費補助については、新たに通勤費補助

申請を行うこととする。 

 

（支給申請） 

第９条 通勤費補助の支給を受けようとする者は、所定の通勤費補助申請を行い、会社の承認を受けな

ければならない。 

２ 正当な事由が無く前項の申請が遅れた場合、遅れた期間の通勤費は支給しない。但し、事由発生

日から３ヵ月以内に申請がなされた場合は、通勤の実態に応じ、遡及支給することがある。 

 



（終了申請及び精算） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する場合は、所定の通勤費補助終了申請を行わなければならない。 

（１）転勤・転居・退職等により、当該区間による通勤が終了した場合。 

（２）産前産後休暇及び１ヵ月を超える休暇に入った場合。 

（３）長期出張又は傷病等による欠勤のため、１ヵ月を超えて勤務を欠くことが見込まれる場合。 

２ 既に支給済みの定期券につき残期間の有無に係らず、返却しなければならない。 

 

（不正行為） 

第１１条 虚偽の申請等により不当に利得を得ている場合には、不当利得分を返還させるとともに、そ

の後の支給を停止することがある。 

２ 前項に該当した場合、就業規則に基づき懲戒に処することがある。 

 

（適用の除外） 

第１２条 従業員区分に関する規則第 2 条（１）、（２）、（４）、（６）、（７）に定める従業員のうち、フ

ルタイム月給者に対しては、本規則第７条（１）の規定を次の通り読み替える。 

片道通勤距離（㎞）×２回×ガソリン代単価／１２㎞×２２日 

  ２ 前項の対象者が本規則第１０条各号に該当し、補助終了する場合においては一賃金締切期間（当

月１日～当月末日）の全日を通じて勤務を欠く場合には、当該月分の補助は支給しない。 

 

 

 

 

付則 

１. この規則は、2024 年 10 月 1 日から施行する。 

 

２. ガソリン代単価については、「経済産業省資源エネルギー庁」が発表する平均値を用い会社が決定 

する。 

３. 原則年２回、毎年４月と１０月に支給月の前々月を起点に半年遡った各月最終週全国平均価格（レ

ギュラー）を用い、６ヶ月間の平均値を改定単価とする。  

（4 月度単価：前年 9月～当年 2 月の平均値 10 月度単価：当年 3 月～当年 8月の平均値） 

   ＊小数点第１位を四捨五入        

  ４．2023年４月１日から施行の通勤費補助(ガソリン代)の取扱基準は本規則施行日をもって 

将来にわたり失効する。 

 

 


